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競争力強化に関する研究会 第２回研究会 議事要旨 

日時：平成 24 年 12 月 25 日（火） 13:00-16:00 

 

 

議事概要 

 

■中間報告（案）について 

 事務局から資料説明後、委員、アドバイザーから概ね以下のような意見があった。 

 

（構想力について） 

 現在最も求められているのは、具体的でグローバルな世界で認知されるようなビジネスコン

セプトを示すこと。それを誰がやるかが問題である。日本には優れた人材がいるが、具体的

に動ける場がないために活動できていない。具体的に活動できる中立で公的に認知され

た場があると良い。既にあるプラットフォーム（場）より、さらに自由度が高いプラットフォーム

を作るという具体的な提言をしてほしい。 

 「ことづくり」、「システム」等の言葉は広く使われている抽象的な用語であり、粒

度が異なるため、検討の初期段階で共通の認識を作る工夫が必要である。 

 中間報告（案）では大企業におけるイノベーション創出が議論の中心となっている

が、大企業以外についても議論が必要である。大企業では日々のオペレーションを

そつなく上手にこなす人が出世していく傾向が強く、新しい事業やビジネスモデル

を考案し、市場を開拓していく力が弱体化しているように思う。 

 マイケル･ポーターは「日本企業には伸びる要素があるが、事業モデルを作る力が欠

けている」と言っている。事業モデルを構築する力には「スケール（空間的規模）」

と「サステナビリティ（時間的規模）」の 2 つの視点がある。この 2 つをどのように

作るかを念頭に置く必要がある。 

 フューチャーセンターに関して、さらに詰めた議論をしてほしい。フューチャーセ

ンターは社会課題を持ち込んで解決の場・プロセスのデザインをしていくものだが、

中間報告（案）では社会課題の解決だけでなくビジネスに結びつけている点が新し

い。既存のフューチャーセンター とどう違うのかについても触れておくことが望ま

しい。 

 社会的課題の解決とは、理想的な将来像と現状とのギャップを解消するということ

であり、ビジョンを描いた上でバックキャスティングして解決策を分析することが

必要である。しかし、これまでの科学技術政策は今ある技術の延長線として描かれ

ており、ビジョンから現在に振り返ってブレークダウンしていくためには、方法論

や考え方を変えていく必要がある。フューチャーセンターがそのような機能を果た

すことを期待したい。 
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 デザイン思考を導入する際に、第三者であるエスノグラファーが現場に入るだけで

はなく、プロジェクトの当事者がエスノグラファーとなり、課題解決につなげてい

くことが大事である。 

 

（マインドセットの変革について） 

 実際のプロジェクトでは社内での事務手続きを踏むことが必要となり、遅々として

物事が進まないことが少なくない。プロジェクトや課題解決に際しては、手続きを

簡素化し、適切な権限を担当者に与える必要がある。世界で活躍している企業では

内部のエンパワーメント（権限委譲）が進んでいる。 

 金融機関の持つコーディネーター能力を活用して「協創の場」を創っていくことが

必要である。金融機関の意識には減点主義・自前主義が蔓延っているため、今後は

加点主義、「顧客と共にビジネスを創り上げる」という意識に変えていくことが必要

である。 

 既成概念や行動様式の変革のためには、なぜそれが必要なのかについて説得的に語

らなければならない。 

 日本では「技術」の定義が狭すぎる。ハードに付随するテクノロジーだけが「技術」

なのではなく、「目的を達成するためのシステム」として技術を認識する発想が必要

である。人・組織・社会等も技術の一部である。技術への捉え方を変えることが行

動様式を変えることにつながる。 

 

 （リスクマネーについて） 

 リスクマネーは損しろということではなく、事業自体を理解しなければ出せるもの

ではない。「何をやっているか」がわかり、事業主体とファイナンス側との情報の非

対称性を解消できる「場」を創ることが必要である。また、現状では金融機関内部

に仮に事業を理解できる人がいても、組織決定としてリスクマネーを出すことは難

しい。 

 リスクマネーの活用については従前から度々主張されているが進んでいない。現在、

企業再生や事業再生を支援する専門家が１つの産業として成り立っているのは、産

業再生機構等が多くの事例を扱い、関係する金融機関やアドバイザー等も試行錯誤

を繰り返して経験値を積み重ねた結果である。リスクマネーについても多くの事例

を扱える「場」が求められる。 

 

（「現場」との接点について） 

 「現場」についても触れるべきである。中間報告（案）では、「経済（直面する社会

的課題）」、「企業（従来型経営モデルの限界）」、「産業（市場環境の悪化）」の点から

課題を整理しているが、「現場」と「産業」、「企業」、「経済」は相互につながってい
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るがそれぞれに違いがあり、ダイナミクスが異なる。イノベーションも現場で起こ

っているものである。 

 中間報告（案）では、人材・金融面には触れてはいるが、商品市場との関わりが書

かれていない。「適切な値段をつけて収益を上げ、次のイノベーションや人材育成に

つなげる」ことが日本企業のできていないところであり、その部分への言及が必要

ではないか。 

 カスタマーの視点がない。サービスシステムを考える上では、顧客はイノベーショ

ンを協創するリソース（資源）である。中間報告（案）はプロダクトアウトのリニ

ア的な発想で作られている感を受ける。 

 

（企業経営者について） 

 本研究会のような議論はこれまでもなされていたが、結果に結びついていない。背

景には、日本の株主が海外投資家と比べて利益や成長を強く要求しないということ

がある。特に上場企業には成長力を維持しようというインセンティブがなく、企業

経営者のマインドは、このように日常接している環境が影響すると思われる。 

 「場」はテクノロジー分野に限らず経営の面でも必要である。経営者が触発される

場所がない。シリコンバレーは経営者が勉強する場所となっているが、日本にもそ

のような場所がほしい。 

 

（構想を具現化するために） 

 リーダーシップを取る人材がいないと事業は進まない。事業全体を企画し、関係主体をつ

なぐ「スーパー・プロデューサー」ないしは「スーパー・エージェント」を育成する必要があり、

そのための仕組みが求められる。「スーパー・エージェント」に必要な資質は、新しい価値を

創造する企画力を備え、マーケティングを理解していることである。 

 スマートシティの事業においては、各企業が連携して一つの社会システムを構築することが

求められる。ハード、ソフト、サービスが最適に組み込まれた一つの社会システムをグロー

バルに展開させることで、日本の各業界が世界で戦っていくことができるはず。しかし、コン

ソーシアム全体を取りまとめるプロデューサー機能を担う企業がいないため、単なる単一の

機器の輸出に留まり、「システム」の輸出には至っていない。 

 日本の株主はリスクテイクをせず、日本のファンドマネジャーは大企業中心の投資

しかしない。このような大企業中心の仕組みを崩してフレキシブルな仕組みをどう

作っていくという視点が重要である。 

 ドイツでは税制優遇により株の持ち合いが減少して資本効率が大きく向上した例が

ある。このように資本市場そのものを変えるような取り組みが、イノベーションと

ファイナンスの「場」の形成に有効ではないか。 

 中間報告（案）の提案には金融機関が持つ審査機能を活用するとあるが、審査にも
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世界的なスケールで審査ができる人材を入れるべきである（国内外の優れた企業経

営者、有識者など）。 

 事業立ち上げのプロセスでは、3 つのステップが重要である。１つは社会的なニーズ

があり、よいアイディアが浮かんだ時。２つは潜在的にその市場が大きいかどうか、

競争優位性を継続的に確保できるかという点。３つは実行力・実現力であり、スピ

ーディに最適な形で実行するという点。特に３つ目についてはファンディング、税

制等の仕組みがあれば積極的に活用していきたいと考える。 

 

 （日本型イノベーションのあり方について） 

 一般論としてのオープンイノベーションを議論するのではなく、日本の特性を活か

したオープンイノベーション「日本版オープンイノベーション」は何かを深く考え

るべきである。 

 日本の産業は今まで縦割り構造であったが、日本には「建て前と本音」のデュアル

スタンダードがあり、本音の部分では競争相手同士が知恵を出し合うことで社会全

体が強みを発揮していた。日本の強みを再構築する上で、お互いが協力し合える「場」

を作り直すことが必要であろう。 

 中間報告（案）は、近代合理主義的な自立した個人を前提としていると思われるが、

日本人は「縄文文化」と近代の複数の考え方を持っており、欧米のように近代合理

主義だけではない。人間観についての深い洞察力も必要である。「縄文的な文化」を

最も強く持っているのは中小企業である。これらを引き出し事業の種を開花させて

いくことが日本型イノベーションになるのではないかと考える。 

 

 （「官」との関わり方について） 

 政策を作っていくプロセスは、これまで産業界・学界・労働組合等がそれぞれ各省

庁に意見を提出し、政府が調整してまとめていた。政策立案プロセスにフューチャ

ーセンターの考え方を持ち込み、政府の調整機能を外に切り出して皆で合意形成し、

一緒に政治に提案していくという仕組みにならないか。政治の世界に対して、関連

省庁も一緒に提案していく形となるのが望ましい。 

 意識改革のためには理論的なものの羅列では国民の理解は得られず、わかりやすい

産業政策のキャッチフレーズが必要である。 

 日本には国としての大きな戦略が弱いのではないかと思う。個々の要素技術は優れ

ているにもかかわらず、最適に組み合わせ、１つのブランドとして確立させる力が

不足している。日本にとって戦略的な分野については、政治と官によるリーダーシ

ップ、「場」の提供、リスクテイクがどうしても必要になる。 

 企業でも様々な事業に取り組んでいるが、成功したものもあれば失敗したものもあ

る。資金の問題だけではなく、多額の資金が供給されても失敗した取り組みがある
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点に留意すべきである。実証実験を行う際には様々な障壁があり、現場の取り組み

に政府が支援を行う時は、資金だけでなく規制等についても取り組んでほしい。 

 

 

■その他のご意見 

 中間報告内容に加えて、今後の運営方法等について委員・アドバイザーから以下の意見があった。 

 

（意見のとりまとめ方法について） 

 イノベーションは限られた人数で議論し、濃密な時間を過ごす中から生まれる。委員会とは

別に、分科会等の形式を設け議論を深める場がほしい。 

 

 （具体的な行動に向けて） 

 なぜ従来から指摘されている課題が解決されてないのかを考えるべきである。課題

が指摘されていても、その掘り下げが表層的で不十分であるために未解決になって

いる可能性はないか。 

 中間報告（案）の提言内容については、個々の内容は正しいが多様な意見の総和になっ

ている感を受ける。優先順位や時間軸を設定し、シナリオを複数準備しながら具体的なア

クションに結びつくようにしてもらいたい。提言の中に具体的な形の見えるプロジェクトがあ

るのが望ましい。 

 ある程度方法論を詰めたところで行動に移し、現場で具体のプロジェクトを回していくことが

大事である。現場には課題があり、企業・産業が技術を持っていても、販売チャネルや資金

など様々な隘路があって進めないという現状がある。 

 

以上 


